
附

則

（
施
行
期
日
）

第
一
条

こ
の
省
令
は
、
安
定
的
な
エ
ネ
ル
ギ
ー
需
給
構
造
の
確
立
を
図
る
た
め
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
使
用
の
合
理
化
等

に
関
す
る
法
律
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
施
行
の
日
（
令
和
五
年
四
月
一
日
）
か
ら
施
行
す
る
。

（
経
過
措
置
）

第
二
条

こ
の
省
令
に
よ
る
改
正
後
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
使
用
の
合
理
化
等
に
関
す
る
法
律
の
規
定
に
基
づ
く
輸
送
事
業

者
に
係
る
届
出
等
に
関
す
る
省
令
（
次
項
に
お
い
て
「
新
省
令
」
と
い
う
。）第
七
条
第
六
号
、
第
十
三
条
第
六
号
、

第
二
十
一
条
第
六
号
及
び
第
三
十
三
条
第
六
号
の
規
定
は
、
報
告
書
の
提
出
の
期
限
が
令
和
六
年
六
月
三
十
日
以
後

で
あ
る
報
告
か
ら
適
用
す
る
。

２

エ
ネ
ル
ギ
ー
の
使
用
の
合
理
化
及
び
非
化
石
エ
ネ
ル
ギ
ー
へ
の
転
換
等
に
関
す
る
法
律
第
百
七
条
第
一
項
、
第
百

三
十
一
条
第
一
項
、
第
百
三
十
六
条
第
一
項
、
第
百
四
十
一
条
及
び
第
百
四
十
五
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
報
告
の

様
式
に
つ
い
て
は
、
新
省
令
様
式
第
四
、
様
式
第
八
、
様
式
第
十
三
、
様
式
第
二
十
、
様
式
第
二
十
一
及
び
様
式
第

二
十
五
に
か
か
わ
ら
ず
、
報
告
書
の
提
出
の
期
限
が
令
和
六
年
六
月
三
十
日
以
後
で
あ
る
報
告
か
ら
適
用
し
、
当
該

期
限
が
令
和
五
年
六
月
三
十
日
で
あ
る
報
告
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

令和年月日 金曜日 (号外第号)官 報
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